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除雪情報システム整備業務委託に係る 

公募型プロポーザル企画提案説明書 

 

１ 業務の目的 

当別町は、特別豪雪地帯に指定されており、除排雪対応の充実による住環境の改善は、人

口減少対策としても喫緊の課題となっている。 

本業務ではGPS端末等を用いて除雪車両の位置・作業状況の管理、除雪状況の公開による住

民サービスの向上、除雪業務の効率化、事務作業の低減等により持続可能な除雪体制の構築

を目指すものである。 

 

２ 業務の概要 

⑴  発注者 

   当別町長 後藤正洋 

 

⑵  業務名称 

   除雪情報システム整備業務委託 

 

⑶  業務内容 

ア 準備検討 

イ システム構築 

ウ 路線データ登録 

エ システム管理・運営 

オ その他関連業務 

  業務詳細は、別紙１「除雪情報システム整備業務委託特記仕様書」を参照。 

 

⑷  業務委託期間 

   契約締結の日から令和７年３月３１日まで 

 

⑸  予算額 

２８，３００，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

令和７年～１０年は各５，７００，０００円 

５年合計 ５１，１００，０００円以内を想定 
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３ 業務検討対象地区 

  当別町一円 

 

４ 参加資格 

  公募型プロポーザルに参加しようとする者（以下「参加希望者」という。）は、次に掲げる 

 要件に該当する単独の事業者又は複数の事業者等で構成する連合体とする。 

 

⑴ 共通要件 

  ア 最優秀者となった場合、履行期限内に当該事業の履行完了が可能な体制にあり、提案

時の総括責任者が当該事業を一貫して担当すること。 

  イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当し

ないものであること。 

  ウ 当別町財務規則（昭和４４年当別町規則第１２号）第１２２条の規定に該当するもの

であること。 

  エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされて

いないものであること。 

  オ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立てがなされて

いないものであること。 

  カ 法人税、都道府県税、町税、消費税及び地方消費税を滞納しているものでないこと。 

  キ 宗教活動、政治活動を主たる目的とするもの又は当別町暴力団排除の推進に関する条

例（平成２７年当別町条例第１５号）第２条第１号及び第２号に該当するものでないこ

と。 

  ク プロポーザル参加表明書（以下「参加表明書」という。）の提出期日から審査完了の日

までの期間において、当別町における指名停止を受けていないこと。 

  ケ 連合体の構成員が単独事業者又は他の連合体の構成員として本業務のプロポーザルに

参加するものでないこと。 

  コ 事業の確実な実施のため、総括責任者のほか業務に従事できる者が、１人以上確保で

きる体制であること。 

  サ 適正に業務を遂行するため、過去に本件と関連又は類似するような業務契約の履行経

験を有していること。 

  

⑵ 連合体における資格要件 

  ア 最優秀者となった連合体は、事業にかかる業務完了後３月を経過するまでの間は、連

合体を解消しないこととし、３月を経過後に成果品に瑕疵等が見つかった場合は、連合

体の代表事業者が対応するものとする。 
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⑶ 類似業務 

   国道、都道府県道、市町村道の除雪作業にスマートフォンを活用した除雪管理システム

(稼働実績を自動取得し、日葡及び月報の自動作成、費用の集計等)の構築、運用、保守業

務。また、除雪情報の一般公開の実績。試験導入は石狩管内のみを対象とする。 

 

５ 事務局 

  〒061-0292 北海道石狩郡当別町白樺町 58 番地９ 

  当別町建設水道部建設課建設係 担当 大瀧、小竹 

  電 話：0133-23-2330 

  ＦＡＸ：0133-23-3206 

  電子メール：kensetsu1@town.tobetsu.hokkaido.jp 

 

６ スケジュール 

  プロポーザルの公告          令和６年 ４月２６日（金） 

  参加表明書に係る質問書の提出期限   令和６年 ５月１４日（火） 

  質問書に対する回答期限        令和６年 ５月１５日（水） 

  参加表明書の提出期限         令和６年 ５月１６日（木） 

  企画提案書提出要請          令和６年 ５月１６日（木） 

  企画提案書に係る質問書の提出期限   令和６年 ５月２９日（水） 

  質問書に対する回答期限        令和６年 ５月３０日（木） 

  企画提案書の提出期限         令和６年 ５月３１日（金） 

  企画提案書のヒアリング・審査     令和６年 ６月 ４日（火） 

  契約締結               令和６年 ６月下旬予定 

 

７ 参加表明書の提出方法 

 ⑴ 提出書類 

  ア 参加表明書（別記様式第１号） 

  イ 事業者（構成員）の概要調書（別記様式第２号） 

  ウ 申出書（別記様式第３号） 

  エ 別記様式第１号から第２号に添付する資格実績確認書類 

 

 ⑵ 参加表明書の提出部数 

  ア 別記様式第１号から第３号  各１部 

  イ 別記様式第１号から第２号に添付する資格実績確認書類  １部 
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 ⑶ 参加表明書の提出方法 

  ア 提出方法 

    提出書類は、提出場所まで持参又は郵送とする。 

    持参の場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び祝日を除く平日の午前９時から午後５

時までとする。 

    郵送する場合には、配達証明付書留郵便とし、提出期限までに必着とする。 

  イ 提出場所 

    当別町建設水道部建設課建設係 

  ウ 提出期限 

    令和６年５月１６日（木） 午後５時必着 

 

 ⑷ 参加表明書に関する質問の受付及び回答 

  ア 質問の方法 

    質問は、「参加表明書に関する質問書」（別記様式第４号）により、電子メールで事務

局へ送付すること。電子メール以外による質問は不可とする。また、質問書提出の際は

電話にて通信確認を行うこと。 

    なお、企画提案書の内容についての質問はこの期間では受け付けない。 

  イ 質問書の受付期間 

    令和６年５月１４日（火） 午後５時まで 

  ウ 回答方法 

    質問に対する回答は、一括して質問回答書としてとりまとめ、令和６年５月１５日（水）

までに質問者に対して電子メールで回答するとともに、ホームページに掲載する。 

    原則、再質問は受け付けない。 

 

 ⑸ 参加要件の確認 

参加希望者のうち、参加資格要件を満たしており、企画提案書の提出を要請する参加者

（以下「応募事業者」という。）に対して、令和６年５月１６日（木）までに企画提案

書の提出を書面により要請する。 

    参加希望者のうち、参加資格を有しないと認められる者に対しても、令和６年５月１

６日（木）までに、その旨を通知する。 

 

８ 参加表明書等の記入上の留意事項 

 ⑴ 参加表明書（別記様式第１号） 

  ア 代表者印（連合体の場合は代表事業者印）を押印のうえ、提出すること。 

  イ 担当者の電子メールアドレスを記入すること。 
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  ウ 代理人や支店長など代表権のない方の代表者印で参加表明書を提出する場合は、委任

状を添付すること。 

  エ 単独事業者又は連合体構成員すべての登記事項証明書を添付すること（発行後３ヵ月

以内のもの。写し可） 

  オ 単独事業者又は連合体構成員すべての納税証明書を添付すること（発行後３ヵ月以内

のもの。写し可）。対象となる税目は、法人税と消費税及び地方消費税（税務署納税証明

書その３の３）、都道府県税（各都道府県が発行する納税証明書「資格審査請求」、都道

府県が賦課徴収するものに限る。）、町税（課税対象法人に限る、当別町税務課発行の納

税証明書）とする。 

  カ 連合体は、前２号で定める書類のほか協定書及び委任状の写しを提出すること。 

  キ その他、会社概要等、参考となる書類の提出は妨げない。 

 

 ⑵ 事業者（構成員）の概要調書（別記様式第２号） 

  ア 総括責任者は最優秀提案者となった場合、当該事業を一貫して担当すること。 

  イ 事業の確実な実施のため、総括責任者のほか業務に従事できる者が、１人以上確保で

きる体制であること。連合体にあっては、構成員の中で１名以上確保できる体制である

こと。 

  ウ 過去の実績の対象は、令和元年４月１日以降に、本件と関連又は類似するような業務

とする。 

  エ 実績が複数ある場合は、同種業務の実績を優先し５件まで記入すること。なお、記入

した業務については、契約書（鑑）の写し及び業務の完了が確認できる資料の写し、事

業の概要が確認できる書類を提出すること。 

  オ 業務実績の添付に当たっては、Ａ４版縦１枚とし、Ａ３版を添付する場合は折込み添

付とする。 

  カ 連合体の場合は、構成員毎に別葉とすること。 

 

 ⑶ 申出書（別記様式第３号） 

  ア 連合体の場合は、構成員毎に別葉とすること。 

 

９ 企画提案書の提出方法 

 ⑴ 提出書類 

  ア 企画提案書  別記様式第５号 

 

 ⑵ 企画提案書の提出部数 

  ア 企画提案書  正本１部、副本１０部 
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    様式５の正本には提出者名を記入し、副本には提出者名、担当者名を特定できる語句、

記号を記入しないこと。 

 

 ⑶ 企画提案書の提出方法 

  ア 提出方法 

    提出書類は、提出場所まで持参又は郵送とする。 

    持参の場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び祝日を除く平日の午前９時から午後５

時（最終日は午後１時）までとする。 

    郵送する場合には、配達証明付書留郵便とし、提出期限までに必着とする。 

  イ 提出場所 

    当別町建設水道部建設課建設係 

  ウ 提出期限 

    令和６年５月３１日（金） 午後１時必着 

 

 ⑷ 企画提案書に関する質問の受付及び回答 

  ア 質問の方法 

    質問は、「企画提案書に関する質問書」（別記様式第６号）により、電子メールで事務

局へ送付すること。電子メール以外による質問は不可とする。また、質問書提出の際は

電話にて通信確認を行うこと。 

  イ 質問書の受付期間 

    令和６年５月２９日（水） 午後５時まで 

  ウ 回答方法 

    質問に対する回答は一括して質問回答書としてとりまとめ、令和６年５月３０日（木）

までに質問者に対して電子メールで回答するとともに、ホームページに掲載する。 

    原則、再質問は受け付けない。 

 

１０ 企画提案書の記入上の留意事項 

 ⑴ 共通事項 

  ア 文章の文字サイズは８．０ポイント以上、図の注釈等は６．０ポイント以上とする。 

  イ 企画提案書のサイズはＡ４版縦を基本とし、Ａ３版を添付する場合は折込み添付とす

る。 

  ウ 正本のみ企画提案者名を記載し、副本は応募事業者が特定できる内容は記載しないこ

と。 

  エ 様式については任意とする。 
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⑵ 業務処理体制及びスケジュール 

  ア 会社の主な業務経歴は、本件と関連又は類似するような業務とする業務を中心に、令

和元年４月１日以降の実績について最大５件まで記載すること。 

  イ 業務従事者は、本件を担当する総括責任者及び１名以上の業務従事者を記載すること。 

  ウ 業務処理体制は、業務分担の体系図及び従事スタッフを記載すること。また、連携す

る外部機関等があれば記載すること。 

  エ 業務処理スケジュールは本事業を遂行するに当たっての、スケジュールを記載するこ

と。 

  オ 正本には総括責任者や業務従事者を記入し、副本の氏名欄には「総括責任者」や「主

任担当者Ａ」など、担当者名が特定できない表現で記入すること。 

 

⑶ 企画提案 

  ア 事業費 

イ 基本方針 

ウ システムの概要 

エ 業務実績 

オ 業務処理体制及びスケジュール 

カ 企画提案書(一般公開及び除雪業者の作業負担軽減に繋がる様な提案) 

キ 自由提案 

ク その他必要な書類 

事業費については初年度及び２年目以降５年目までの費用を提示し、費用の内訳がわかるよ

う説明すること。 

システムの概要についてはシステムの使いやすさ及び下記の機能等について説明すること。 

・除雪車両の稼働状況確認 

・警告地点登録機能 

・苦情管理機能 

・自動集計機能 

・除雪業者からの報告機能 

・一般公開機能 

・セキュリティ対策 

・その他操作性、将来の拡張性等の提案を含む 
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１１ プロポーザル審査会における受託者の選定 

 ⑴ プレゼンテーション及びヒアリング 

  ア 実施日時 

    令和６年６月４日（火） 時間未定 

  イ 実施場所 

    当別町役場 中会議室（石狩郡当別町白樺町５８番地９） 

  ウ プレゼンテーションに出席する者は、別記様式第５号に記載された総括責任者及び業

務従事者のうち３名以内とし、総括責任者は原則として出席することとする。また、代

理者の出席及び指定された者以外の出席は原則として認めない。 

  エ プレゼンテーションは提出した企画提案書のみを使用することとし、説明資料の追加

は認めない。 

 

 ⑵ 企画提案の審査 

    企画提案書を基にプレゼンテーション及びヒアリング審査を実施し、本事業における

理解度、企画提案の実現性、独創性等を総合的に評価し、最優秀者１者及び次席者１者

を特定する。 

 

 ⑶ 選定事業者の通知 

    審査結果に基づき、選定された最優秀者及び選定されなかった応募事業者に書面によ

り通知するものとする。 

 

１２ 業務の委託契約 

  ア プロポーザル審査会において選定された最優秀者と見積合わせを実施し、随意契約を

行う。なお、当該者と契約の交渉が成立しない場合は、次席者と契約の交渉を行うもの

とする。 

  イ 選定後の業務内容は別紙「除雪情報システム整備業務委託特記仕様書」のとおり。 

 

１３ その他 

  ア 手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語と日本円とする。 

  イ 無効となる参加表明書又は企画提案書は以下のとおりとする。 

   Ａ 提出期限、提出先、提出方法に適合しないもの。 

   Ｂ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に、適合しないもの。 

   Ｃ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

   Ｄ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

   Ｅ 虚偽の内容が記載されているもの。 
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  ウ 企画提案書の作成・提出に係る費用は、応募事業者の負担とする。 

  エ 提出された参加表明書は、企画提案参加事業者の選定以外には提出者に無断で使用し

ない。 

  オ 提出された書類は、企画提案の応募事業者の選定及び最優秀者の選定を行う作業に必

要な範囲又は場合において、複製を作成する。 

  カ 提出期限以降における参加表明書及び企画提案書の差し替え及び再提出は認めない。 

  キ 提出された参加表明書及び企画提案書は返却しない。 

  ク 最優秀者として選定された事業者を公表できるものとする。 

  ケ 公正性、透明性、客観性を期するため、提出された企画提案書を公表することができ

るものとする。 

  コ 企画提案書作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく公表・使用す

ることを禁ずる。 

  サ 本プロポーザルで提示した令和 7年度以降の費用については、社会情勢等をやむをえ

えない状況を除き遵守すること。 


